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はじめに

量子コンピュータは、バイオテクノロジーやロボッ
トなどと並び「ディープテック（Deep Tech）」とい
われるテーマのひとつである。ディープテックは社会
にインパクトを与える可能性があるものの、ビジネス
として利用するには不確定要素が多く、普及には時間
を要する。企業は、量子コンピュータの現状や課題を
理解したうえで、量子時代の到来に向けた長期視点の
ロードマップの作成が求められる。

量子コンピュータブームは第二幕に突入

2019年にグーグルが「量子超越性」の達成を発表
して以降、量子コンピュータへの期待が高止まりして
いる。2023年３月末、理化学研究所は開発を進めて
いた量子コンピュータのクラウド公開を開始した。全
国紙や経済紙がこのニュースをトップ記事として紹介
したことは記憶に新しい。

世界経済フォーラム（WEF）のダボス会議では、
AIとならんで量子コンピュータが経済の発展や安全保
障上、重要なテーマであることが2021年以降継続して
議論されている。日本では政府が「量子未来社会ビ
ジョン」を発表し、量子コンピュータ、量子センシン
グ、量子暗号通信・セキュリティからなる量子技術の
2030年のマイルストーンを示した。そのビジョンの推
進役として、「量子技術による新産業創出協議会

（Q-STAR）」が産官学の橋渡しを行う。
今や量子技術が経済や政治にかかわるテーマとなる

なか、国産量子コンピュータの発表が高い注目をもっ
て紹介された背景には、技術立国日本の復権の“のろ
し”として期待されていることの証左といえよう。

この数年の量子コンピュータへの関心の高波は、
1990年代後半から2000年代初頭に起こったブームに

次ぐ、２度目の波である。1994年、アメリカの数学者
ピーター・ショア氏が発表した素因数分解アルゴリズ
ム（ショアのアルゴリズム）は、RSAなどの公開鍵暗
号を数時間で解けることを示した。また、1999年には
NEC基礎研究所の中村泰信氏と蔡兆申氏（いずれも
当時）が超電導回路を用いて世界初の量子ビットを開
発した。いずれも量子コンピュータの実現に向けた革
新的な発明であったが、ノイズの影響によって量子状
態が壊れやすいという根本的な課題は解消していな
かった。加えて、2001年のドットコムバブル崩壊によっ
て、日本のコンピュータベンダーが研究への投資を縮
小させた背景もあり、国内の量子コンピュータ研究は
一気に停滞してしまった。

量子コンピュータブームの第二幕は、2015年ごろか
ら幕を開けた。2015年、グーグルとNASAはD-Wave
マシンの性能評価を行い、「特定の条件下では、従来
のコンピュータよりも１億倍高速である」とセンセー
ショナルな論文を発表し世間の注目を集めた。2016年
には、IBMが５量子ビットの量子コンピュータをクラ
ウド公開し、一般のエンジニアも量子コンピュータを
利用できるようになったのである。その後、マイクロ
ソフトやアマゾンも量子コンピュータをクラウドサー
ビスとして提供していることは周知のとおりである。
グーグルが量子超越性の達成を発表した2019年から
は、海外のスタートアップが巨額のリスクマネーを獲
得し、ハードウェア開発やアルゴリズム研究にしのぎ
を削っている。さらに金融機関や製造、流通業などの
あらゆる業界の代表的なユーザー企業が量子コン
ピュータへのチャレンジを表明している。

ユーザー企業は、最適化、シミュレーショ
ン、機械学習への活用に期待

量子コンピュータを利用すれば、従来のコンピュー
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タでは膨大な計算時間を要する金融計算や素材開発の
シミュレーションに適用できる。前述の「量子未来社
会ビジョン」では、量子コンピュータは創薬・医療、
材料、金融、エネルギー、生活サービス、交通、物流、
工場などのさまざまな分野での量子技術による価値創
出が可能であるという。

量子コンピュータは、「重ね合わせ」や「量子もつれ」
といった量子力学の特徴を利用する。さまざまな分野
で量子コンピュータの利用が期待される背
景には、上記の量子力学の特性を計算に適
用できる量子アルゴリズムが存在している
からである。さらにショアのアルゴリズム
やグローバーのアルゴリズムであれば、従
来のコンピュータの場合よりも少ない計算
回数で素因数分解を行ったり、情報の検索
を行ったりすることができる。量子振幅推
定法というアルゴリズムを利用すれば金融
計算で利用されるモンテカルロ計算を２乗
加速できる。

量子コンピュータであれば計算を高速化
でき、ビジネス上の差別化に貢献できるは
ずだ、という期待もあり、金融業や製造業、
化学メーカーなどの大手企業がこぞって量
子コンピュータの研究に参加しているので
ある（図表１）。

量子コンピュータ開発の現在地

量子コンピュータはブームの第二幕に突入したもの
の、第一幕で露見した技術課題を解消したわけではな

い。ハードウェア、ソフトウェアともに研究段階であ
る。量子コンピュータの要となる量子ビットを作る手
法は複数存在する。先に紹介した超電導方式のみなら
ず、イオントラップ、フォトニクス（光）、量子ドット

（シリコン量子ビット）、冷却原子などが代表的な量子
ビットの実現手法があり、国内外のさまざまな企業が
開発に着手している（図表２）が、現時点でどの方式
が主流になるかは定かではない。

量子状態はノイズの影響を受けて壊れやすく、正確
な計算ができないことが多い。現在の量子コンピュー

タの計算誤り率（エラー率）は1％、良くて
も0.1％程度である。実用的な計算を行う場
合には、エラー率を10のマイナス6乗以下
に抑えなければならない。加えて量子コン
ピュータで高速に問題を解くことを保証す
るアルゴリズムは10個程度しか見つかって
いない。

ノイズに起因する計算誤りへの対処と、
従来のコンピュータの計算性能を凌駕する
ための量子ビットの大規模化の両立は至難
の業である。現在、IBMやアマゾン、マイ
クロソフトは量子コンピュータをクラウド
サービスとして提供しているが、彼らの
サービスも同様である。誤解を恐れずいえ
ば、現在利用可能な量子コンピュータは、
業務用途というより量子コンピュータの動

作を学ぶための教材、あるいはノイズがある量子コン
ピュータでも利用できる新しい量子アルゴリズムを開
発するための検証機としての位置付けのほうが適切で
あろう。

図表１　企業における量子コンピュータへのチャレンジ

図表２　量子コンピュータの実現方式と企業

出所：公開情報をもとにNRIが作成

出所：公開情報をもとにNRIが作成
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海外勢は積極ロードマップとリスクマ
ネーの獲得で研究を加速

海外では、IBMやグーグルなどの大手クラウドプレ
イヤーが、2030年前後を目標に100万量子ビットの量
子コンピュータ開発に向けたロードマップを発表して
いる。スタートアップへの投資は旺盛である。たとえ
ば、ハードウェア開発ではPsiQuauntum（サイクオ
ンタム ） 社 は ６ 億65百 万 米ド ル（ 約898億 円 ）、
Quantinuum（クオンティニュウム）は３億25百万米
ドル（約429億円）を資金調達している。量子ソフト
ウェア開発では、Zapata Computing（ザパタ・コン
ピューティング ）は67百 万 米ドル（ 約90億円 ）、
Classiq（クラシック）は62百万米ドル（約84億円）
といった具合である（2023年３月時点のレート、１ド
ル＝135円で計算）。海外のスタートアップは一見ブラ
フとも捉えかねない高い目標を掲げながら、優秀な人
材と巨額の資金を獲得している（図表３）。

一方、日本では量子ソフトウェアの開発を行う
Qunasys が総額約17億円の投資を受けているものの、
量子コンピュータ研究は総じて公的資金頼りである。
理化学研究所がクラウド公開した超電導型の量子コン
ピュータも64量子ビットであり、IBMの422量子ビット
に比べると見劣りしてしまう。量子ビットの規模の大
きさで世間の注目を集める海外勢に比べ、日本はノイ
ズを抑制するための量子ビットの実装方法など基盤技
術の研究では着実に成果を上げつつある。ロードマッ

プに対する注目度とリスクマネーの獲得で研究を進め
る海外勢と、地道であるが着実に研究ステップを踏ん
でいく日本の、どちらのアプローチが優れているかは、
技術の基礎研究である現段階では断言が難しい。

「量子の冬」に備える

近年、海外では、AIが経験した普及のサイクルに
ならって「量子の冬」がくるのでは、という懸念の声
が上がっている（図表4）。米国でSPAC上場したリゲッ
ティ・コンピューティング（RGTI）やD-Waveシステ
ムズ（QBTS）の株価は、米国における上場廃止の基
準値である１ドル前後を推移するなど市場の目は厳し
い。売上に対してコストが大幅に超過する傾向が続い
ている。現時点での量子ビジネスは、国家プロジェク
トへの参画や単発のPoC（概念検証）頼りであり、世
間の期待と現実には大きな乖離があることをくしくも
証明してしまった。

量子コンピュータは、バイオテクノロジーや宇宙開
発などと並んで「ディープテック（Deep Tech）」と
いわれるテーマのひとつである。ディープテックは、
社会的な変革をもたらす技術として期待されるもの
の、技術が成熟しておらず、かつユーザーの受容に時
間を要する。量子コンピュータの場合、ノイズの影響
に耐性をもち、古典コンピュータの計算性能を凌駕す
るFTQC（エラー耐性量子コンピュータ）が、実現す
るのは20年後とも30年後ともいわれている。2023年３
月末に理化学研究所がクラウド公開を開始した量子コ

図表３　主要スタートアップの資金調達状況（2023年３月時点）

出所：野村総合研究所
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ンピュータを含め、今後10年間にわれわれが利用可能
な量子コンピュータは、NISQ（ノイズがあり中規模
程度の量子ビットをもつ量子コンピュータ）である。
ノイズの影響を排除するためのさまざまなエラー補正
機能が施されているものの、正しい計算結果を得られ
ないこともある。極論すれば、従来のコンピュータの
ほうが計算の精度も計算に要するコストも優位である。

そんななか、IBMのクリシュナCEOは2023年のダ
ボス会議において「量子技術は材料、化学、暗号化、
最適化の問題を含む世界に驚異をもたらすことができ
る。2025 年までにこのような問題が量子コンピュー
タによって解決されるのを見ることができる」と発言
した。また、米国のゴールドマン・サックスは2021年
4月に、５～10年以内に登場するNISQの量子コン
ピュータを使って実行可能な新しいアルゴリズムを
QC Ware（QCウェア）と共同で開発したと発表した。
デリバティブ（金融派生商品）のリスク分析などに必
要な「モンテカルロシミュレーション」に適用すると
宣言している。

これらの精力的なコメントは、現時点の量子コン
ピュータが決して楽観的なものではなく、当面は企業
のビジネスに優位な成果をもたらす存在にはならない
ことに対する裏返しとも捉えることができる。しかし
ながら、IBMやアマゾンなどの大手ITベンダーは、エ
コシステムの構築に向けた動きを加速させ、日本では

「量子未来社会ビジョン」を旗印にした国家プロジェ

クトがこれから始動する。量子コンピュータが将来登
場することは間違いない。むしろ問題にすべきは、企
業は段階的に進化していく量子コンピュータをどう使
いこなすか、自社ビジネスの差別化要素として位置づ
けられるかである。

量子コンピュータを利用できる人材の育成は一筋縄
ではいかない。従来のコンピュータを使う場合との違
いの理解も含めて、幅広いスキルが求められる。近年
は、GPUなどの既存の計算機を用いた量子シミュレー
タの提供が始まっており、量子にこだわらなくとも疑
似的に量子計算を行える。

自社にとっての量子人材とは何か。量子時代が到来
する前に、検討すべきではないだろうか。

（筆者略歴）
2001年より野村総合研究所にて先端技術の調査研究に従事。

量子コンピュータやAugmented Human（人間拡張）などの
先端テクノロジーの動向調査、コンサルティングを中心に活動
中。専門は、モバイル端末やセンサーなどのデバイステクノロ
ジー、5Gなどの無線通信技術や、量子コンピュータなど。
 

図表４　量子コンピュータへの期待と不安

出所：野村総合研究所


